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　1　はしがき
　ドロアは政策科学の形成を情熱的に主張し，現代科
学は政策科学の形成に何ら役立つところがないと断言
する。その理由の一つとして，現代科学をもってして
は，現代社会の将来への代替像を明らかにすることが
できないことを挙げている（Yehezkel　Dror；Design
for　Policy　Sciences，1971）。現代の高度産業社会は
将来，いかなる社会へと発展するのか。現代社会の未
来への展望を明らかにして，いくつかの代替像を描く
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ことはむつかしい。
　また，赤松博士の経済政策論においては，「本質的
動向」に即した政策形成を特色としているのであるが，
現代産業社会における「本質的動向」を明らかにする
ことも極めて困難な課題である。
　「現代経済政策の諸原理に関する研究」についての
この報告は，これらの困難な課題ヘアプローチする準
備段階として，ミュルダールのBeyond　the　Welfare
State，北川監訳「福祉国家を越えて」を中心に，経済
社会の変化と経済政策との関係を検討するのがねらい
である。
　H　現代経済社会の根本的矛盾
　経済社会の発展の基本的なエネルぎ一の一つは「人
間平等」の思想に基づく平等主義，格差是正の運動で
あるといえよう。人間平等の思想は，歴史的にはま
ず，自由主義の運動として登場したけれども，それは
宗教上の格差の是正，支配者と被支配者の格差是正，
すなわち人間平等化を目指した束縛からの人間解放，
自由化であり，ジョン・ロック以来の自由主義的思考
の基盤を流れているビジョンである。
　自由にして，平等なる社会は，歴史を長期的にみる
とき，経済社会発展のエネルギーの価値前提をなして
いる。
　現代の経済社会における平等主義，格差是正の運動
は，パーソンズのいう「宗教革命」，「民主革命」，「工
業革命」，「教育革命」をへて，公的意志決定の民主化
が進展するにつれ1），またメッサニー二が指摘するよ
うに2），技術進歩によって価値体系に変化が生じ，公
的意志決定の重要性が一層高まるにつれ，加速的に広
く展開されるようになってきた。この運動の展開過程
において市民は，組織化を通じて政治的権力を自らの
利益に有利なるように活用することを学び，実際に行
使する度合もますます増大する傾向にある。とくに高
福祉社会を実現するため，現存する経済的不平等の多
くは是正さるべきものとして，大規模な「所得再分配
政策」という政府政策の介入を要請し，その結果，所
得分配の不平等はしだいに是正される傾向にある。
　経済的平等，経済的格差是正への強い要請は所得再
分配の領域だけにとどまるものではない。こんにちで
は国家政策のあらゆる分野において，市民による格差
是正の要請は，その領域を力強く拡大している。こう
した平等主義，格差是正の運動は，低所得層を形成し
ている多くの市民が民主化によって，自らの利益にな
るように政治権力を活用できることを自覚し，経験す
るにつれ，ますます経済過程に対して，自らの利益を
擁護するための統制的色彩の強い経済政策の導入を要
請し，量的にも，質的にも経済に対する政策介入が増
大していく，重要な推進力をなしている。
　農産物価格支持政策，公共住宅政策，最低賃金制
度，医療保険制度などはもとよりであるが，その他の
多くの政策導入においても，目標はことなっているに
しても，究極的には平等化，格差是正のための政策手
段として利用されている。
　現代の経済社会においては，所得水準が生活水準を
規定してしまうというよりも，平等化，格差是正の思
想が，所得水準を決定し，さらに生活水準をも決定し
ている場合が多くなっていく傾向さえみられる。デュ
ーゼンベリー効果は，たとえば，隣の家が自動車を買
ったから，わが家も買わなくては………という生活上
の格差是正，平等化を目指しての消費支出の誘発であ
る。また労働組合における賃金要求額の決定にあたっ
ての重要なファクターの一つには，賃金格差の是正，
すなわち平等化，平準化がある。つまり，現代の経済
社会においては，平等化が生活水準を規定し，消費支
出を決定し，さらに必要な所得水準をも決定するとい
う因果系列に属する領域が大きくなっていることをも
理解しなければならない。
　現代の経済社会は，こうした平等主i義，格差是正の
運動を展開しながら，確かに小数の特権者から大衆の
掌中へと，技術進歩によってもたらされた経済社会の
恩恵をひきずりおろし，等しく大衆に分け与え，貧困
からの解放，すなわち経済的自由を実現しようとして
いる。これら運動の展開は現代の経済社会の恩恵を大
衆の権利と化しつつあるけれども，一方では，一層の
経済的自由への阻害となる環境の汚染と破壊，エネル
ギーの枯渇，インフレーションという厄介な難問を経
済社会の中へ噴き出さしめている3）。
　これらの問題は，単に現代の経済社会における強大
な組織体の力の濫用の結果として処理することはでき
ない。それは，貧困からの解放すなわち経済的自由を
特権階級から解放し，大衆化しようとする平等主義，
格差是正の運動と強大な組織体の力の濫用との結合作
用の結果によるところが大きく，現代の経済社会の根
本的矛盾である。
　現代の経済社会を動かしている巨大なエネルギーと
しての平等主義，格差是正め運動は，パーソンズのい
うように4），1930年代末からアメリカにおいてはじま
った「大量高等教育」という教育革命の進捗によつ
て，力を増大し，幅広く展開されている。この結果，
既存の権威は批判に晒されているばかりでなく，全く
存立の基盤をさえ喪失しようとしているのである。ま
た，これまでの画一的な価値体系は，技術進歩に支援
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された経済成長による貧困からの解放すなわち経済的
自由を確保する過程で一段と強まった平等主義，格差
是正の運動によって一掃されようとしている。こんに
ち躍動しはじめている消費者運動にしても，消費選択
の自由ばかりでなく，新しい生活様式を求めての運動
でもある。社会生活における共通の生活基盤は埋没し
てしまったのか，発見するのは困難であるとさえいわ
れている。
　これらの急速な社会的・経済的変化は社会的個人と
しての市民行動の基準に一大衝撃を与え，従来の行動
基準はその機能を失ってしまいつつある。平等化，格
差是正の運動が展開する現代の経済社会こそ「社会的
合意」，「政策的整合」を最も必要としているのである
が，社会的合意をうみだす基盤が動揺しているため，
合意はえがたく，組織化に伴っての集団間の利害の衝
突，紛争が頻歩し，紛争解決のための計画的な政策介
入といっても，即時的で，断片的な，しかも強制的と
もいうべき計画への依存をますます大きくしていかざ
るをえなくなっている。しかし，強制的な計画の遂行
は，機能的には合理的であるかのようにみえるけれど
も，社会構成員の社会計画に対する献身的態度を犠牲
にし，社会生活の基盤を失ってしまうという大きな矛
盾を妊んでいる5）。しかもこの矛盾は累積的な悪循環
を描こうとしているのである。平等化，格差是正の運
動の高まりとともに6），組織化が進展するにつれ，ミ
ュルダールがいうように，この累積的悪循環のなか
で，現代経済社会はますます「自由市場経済」を大き
く後退させつつある。
　皿　自由市場経済の後退
　現代経済社会は技術進歩に支援された工業化が進
捗するなかで，多くの研究が明らかにしているよう
にD，人間や社会組織，制度にも大きな変化をもたら
している。経済的には，市場の変化とその影響をとり
あげることができる。ミーンズ，ベイン，ケイブスや
ガルブレイスを登場させるまでもなく，市場は組織化
されて，市場構造に大きな変化が生じ，この変化は，
さらにひとびとの経済過程に対する態度に変化をうみ
だしている。
　ひとびとの態度の変化は，工業化によって経済が進
歩し，生活水準が上昇すればするほど，ひとびとは社
会的移動性を増大して，ますます社交的になり，都市
へ集中し，知識，教養を豊かにするにつれ，気質も洗
練され，旧い行動様式を捨てて，新しい行動基準を求
めるようになる。もちろん，これらの要因は，この過
程における制度的な変化と因果的に結びつき，ひとび
との態度の変化を加速化している2）。
　ミュルダールは工業化の進捗に伴う行動基準の変化
と自由経済の後退をつぎのように説明している3）。
　ひとびとの経済過程に対する態度の変化が促進され
る過程において，これまでの慣習や行動基準はしだい
に行動支配力を失い，工業化が進捗するなかで，ひと
びとは，合理的な利害計算，経済計算を重視して行動
するようになり，旧い行動基準に替って，進取的で，
実験的で，合理的で快楽主義的な経済的合理主義の原
理がひとびとの行動を支配するようになっている。
　こうした変化が，かつての「経済的自由主義」の基
盤を徐々に蝕み，「一自由経済」をこんにち，大きく後
退させつつある原因の一つでもある。なぜならば，
「経済的合理主義」は，主知論的・合理主義的・伝統
的保護主義の「経済人」を前提にしているのである
が，この変化の過程は，それとは正反対の「合理的快
楽主義的経済人」の支配を登場させているからであ
る。
　進取の気性をもち，実験主義的で合理的経済人が経
済社会を支配するようになると，経済社会の構造まで
も積極的に，自己に有利なるよう変革しようと働きか
け，「自由経済理論」における「社会構造の静態性」
という前提は妥当性をもたなくなってしまっている。
技術革新による工業化に支えられた経済の進歩一発展
は，経済，社会の変動をともなって，ひとびとの態度
を累積的に変革し，それがまた経済社会を変化させ，
相互に因果関係をなして，非可逆逆的な社会変化をつ
くりだしている。
　完全競争を前提とする「自由経済理論」が描き出す
社会は，一方に，社会構造は極めて硬直的で不変であ
り，静態的であることを仮定し，他方では，この社会
構造の内部において，すべての成員ないし要素は，即
時的に，瞬間的に市場の変化に対して，完全に自己を
調整するという「完全自己調整」を仮定している。し
たがって，この経済社会に生きのこるためには，市場
の変化に対して自らを即時的に調整しなければならな
い。しかし，現実の経済社会は，この理想的自由主義
経済社会から大きくかけ離れていることはいうまでも
ない。
　経済活動を営む単位は，技術の進歩，組織の発展に
よって，その規模をますます大きくし，単位間で互い
に結合して，組織化し，集中化している。現代の経済
社会においては，あらゆる分野において，大規模に成
長した経済活動の単位が存在し，これら単位の組織体
によって，市場は左右され，価格もまた操作されてい
るのが現実である4）。したがって，市場と価格は，
「自由経済理論」が説くように，経済単位の行動の基
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準として，自己の行動を調整する客観的基準としての
性質と役割を失ってしまっている。のみならず，大規
模な経済活動の単位は，価格同様に，社会構造を所与
として自らを適応させるのではなく，社会構造それ自
体をも自己の利益に一致するように調整する力をもつ
ようになっている。
　ガルブレイスは，このような大規模な経済活動の単
位すなわち大企業によって支配された体制を「計画化
体制」とよび，計画化体制においてはテクノストラク
チャーが強大な支配力をもち，独自の目的を達成する
ために経済社会を統御し，他の一方における「市場体
制」との格差を大きくしている5）。
　テクノストラクチャーを中心とする大企業の支配に
よる計画化体制に従属させられる市場体制は，自らの
組織化を通じて，自己の利益を擁護し，格差を是正す
るための政府政策の強力な介入を要請している。こう
した市場体制における自己防衛のための政策要請は市
場体制を自ら蝕んでいくことになる。
　ガルブレイスは計画化体制と市場体制との格差を是
正し，均衡させるための新しい政策の必要性を説くの
であるが，それは具体的には明示されていないけれど
も，計画的な政策の導入であり，格差を是正しようと
する平等化運動が展開するなかでの政策的介入として
考えなければならない。
　こうした市場組織化の進捗は，社会構造を大きく変
質させ，パーソンズ，メッサニー二，ミュルダールが
説くように，ひとびとの社会に対する態度をも変質し
っっある6）。こうした変化をそのままに放置するなら
ば，現代の経済社会は不可避的に混乱に陥らざるをえ
ないだろう。現代の経済社会が混乱を回避し，存続し
ていくためには，経済社会に対する政策介入の必要性
がますます高まっている。
　ミュルダールがいうように7），50年前には，だれも
想像することができなかったほど，あらゆる分野に組
織化が進行し，それぞれの組織体や集団は自らの利益
を擁護するために政策介入を求め，それを既得権益化
している。したがって，各種の政策介入，政府干渉が
いかにad　hocなものであっても，それなくしては現
代の経済社会を維持することは不可能であるといって
よいだろう。
　政府政策の介入は今後ますます増大する傾向にある
けれども，政策介入は意識的に統制経済を目指して選
択されたものではない。ミュルダールが指摘するよう
に8），政府も市民も政策的に統制された経済への移行
を決意したことは一度もないにもかかわらず．経済社
会の組織化と経済社会への政策介入，政府干渉はます
ます増大しようとしている。むしろ，自由市場経済を
主張しながらも，出現してくる新しい矛盾，各種集団
間の利害の対立，紛争を解決し，自らを有利にするた
め政府政策の介入を要請し，政府政策の介入が断片的
で，即席的に対応してきた結果が，ますます市場を規
制し，政策介入を累積的に増大させているのである。
　これら政府政策の市場への介入は市場の欠陥をます
ます拡大する一因をなしている。市場の欠陥が大きく
なればなるほど，現代の経済社会は集団，組織体間の
利害の対立，紛争を自動的に処理する機能をもつ市場
による自動的調整機能を失い，利害の対立，紛争の処
理を困難にし，政策介入をますます必要としていくだ
ろう。まさに，現代の経済社会は，自由市場経済を標
栃しながら，無意識に自由市場経済を大きく後退させ
るというアシテnノミーに陥っているのが現実であ
る。
　IV　市場の組織化と紛争の処理
　現代経済社会における特微の一つは「市場の組織
化」である。市場の組織化が進捗するということは，
「競争市場の欠陥」の増大を意味し，「自由市場経済」
の後退過程である。かつて，所与のものとして自己の
経済活動を適応させてきた客観的規範としての役割を
もっていた「競争市場」は技術進歩に伴う大規模な企
業組織の出現とともにその地位をしだいに失いつつあ
る。価格も，需要供給の相互作用に対する制度度な枠
組も，巨大化する集団組織によって操作される領域が
徐々に増加していく傾向にある。ガルブレイスはこの
傾向をテクノストラクチャーの支配力の強化，計画化
体制の拡大としてとらえている1）。
　ただちに，ガルブレイスに組しないとしても，この
傾向は，現代経済社会における「非自由化」の傾向と
してとらえることができる。この非自由化の傾向を放
置することは，やがて自由市場経済の破綻を招く矛盾
として自覚され，主要国では，市場の組織化，非自由
化の傾向を抑制し，自由競争を回復させようとする
「競争促進政策」がとられてきた。しかし，これら政
策は，平等化の運動によって経済社会のなかに形成さ
れつつある非自由化の動向に否定され．ほとんど成功
するにはいたっていない。したがって．各国ともt／こ，
経済社会のなかに形成されつつある新しい「非自由
化」の動向を受け入れて，経済社会の秩序を維持し，
平等主義の運動に支えられた「平等化」をおし進め
て，市民大衆の利益を守るように，経済過程への政策
介入を増大し，この傾向を統制しようとする政策へと
転換しつつある。この非自由化の傾向を受け入れよう
とする政策転換のもとに，政策的介入を受けながら
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も，経済社会の動向に大きな影響力を発揮する組織体
として，強力な組織集団が登場しているのである2）。
その代表的なものがガルブレイスのいうテクノストラ
クチャーである。
　こうした市場の組織化の展開過程において，私的意
志決定は力を失い，従属を強いられている。市民は自
己の利益を守るために，国家干渉，統制的色彩の強い
経済政策を要求し，政府がこれら市民の要求に応え
て，市民の利益を保護しようとすれば，当然経済生活
への政策介入，政府干渉は増大する傾向をとるはずで
ある。しかも，他方には，ますます巨大化して自己の
利益を追求しようとする企業組織体に，広大な干渉，
介入領域を認めているのであるから，市民保護の要求
はますます高まり，経済政策の介入は相乗的に増大
し，自由市場経済を後退させ，非自由化を促進し，平
等化，格差是正の運動のなかでの非自由化の傾向をと
るようになってきた。
　現代の経済社会における賃金，価格，利潤，所得の
大部分は，ミュルダールがいうように3），市場メカニ
ズムの決定からはなれて，各種の団体組織による交渉
のテーブルにおける政治的決定へ持ち込まれようとし
ている。これは自由競争市場の役割に替って，「団体
交渉」の役割が登場し，重要性をもつようになってき
たことを意味している。したがって．団体交渉が公正
に，民主的に機能するかどうかは，現代の経済社会に
おいて極めて重要な役割をなしている。民主的で，公
正な団体交渉のための諸条件を整備し，調停すること
は現代経済政策の重大な責務の一つであるといってよ
いだろう。
　労働運動は，労働者の立場を労働市場において強化
するよう政府に法制化を要求し，完全雇i用の維持達成
は経済政策の最優先目標として掲げられ，政附はこの
目標を達成するため，あらゆる政策措置を動員し，調
整しなければならなくなっている。こうした労働者保
護の経済政策の導入は，労働者の交渉力を強化する平
等主義運動の一つの展開である。
　市場の組織化は，労働者組織，経営者組織だけでは
ない。地方自治体の組織，農業生産者の組織，消費者
の組織などをはじめ，さらゆる市場に，全国的な組織
体が形成され，自らの集団組織体の利益を促進し，ま
た既得権益を拠護するために活動を展開している。国
民経済の機能において，これら組織体は，政府政策の
規制を受けながらも，賃金や価格に関する一般的な協
定をつくり，「準経済政策」の主体として，重要な政
策決定老になろうとしているのである。こうした市場
組織化の進展にともなって，ミュルダールのいうよう
に，経済政策における重要な決定の多くが，議会の外
で決定されているため，実際的には経済政策は斉一性
を欠いた断片的な政策にならざるをえない。しかもこ
うした政策がますます増大している。このため各種の
集団，組織体の間で利害の対立をうみだすようにな
り，集団間の利害の調整は重要な政策問題となってい
る。しかし，現代の経済社会におけるこうした市場の
組織化は，平等化の運動に支えられて組織的構造自体
が成長し，不断にその力と行動領域を拡大しているた
め，ad　hocな政策介入による集団間の利害の調整は
ますます困難である。それにしても，利害調整のた
め，市場への政策介入は質的にも，量的にも，重要性
を増大している。また統制的な政策介入にともなっ
て，経済政策の計画的整合化が重要な経済政策問題と
なっている。
　こうした利害の調整は，経済政策の計画的整合化の
重要性を認識させるけれども，計画的に整合化された
政策の介入によって利害の調整，紛争の処理は不可能
であろう。本質的動向ともいうべき平等主義の運動の
展開過程において発現している利害の調整，紛争の処
理を図っていくには経済社会の静なる変革が必要であ
る。それはガボールがいうように4），市民が自己の利
害を守るため，自からの組織を積極的に運営し，利害
の調整を自らの問題として，社会的レベルから問題解
決をみいだすよう民主的な組織参加を通じて，共同社
会の基盤をつくることが必要であろう。
　こうした共同社会の基盤を形成するために，」．プ
リードマンは，「公共哲学」の確立を力説している5）。
フリードマンによれば，公共哲学を理解するには．
「公共善」についての深い理解がなければならないと
いう。公共善という概念は，極めて複雑な概念であっ
て，その具体的な意味は時と場所によってことなって
くる。したがって，社会はその具体的な意味を自ら発
見しなければならない。だが，公共善の本質は，第一
に，ある行為や計画が決定され，実行ざれるとき，
　　この計画の決定と実行は権力の配分と行使である
が，一この全過程に関する全員が公平な取り扱いを
うけるかどうか，「公平の原理」に依存している。第
二に，権力の配分とその行使の結果が，公平な分け
前，すなわち「平等の原理」に適っているかどうかに
よって判断されなければならない。なぜならば，支配
の過程が「公平の原理」にもとついて，いかに公平な
処理をしたとしても，公正な配分，「平等の原理」に
則した，公正な結果を必ずしもうみださないからであ
る。そこで，フリードマンは，権力の配分と行使，す
なわち「過程における公平」と「結果における公正な
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いし正義」，すなわち実体に至る中間に，「仲裁原理」
としての「道徳的共同社会を構成する成員が『環境』
を利用する平等の権利」，「平等利用権」を確立しなけ
ればならないという。この環鏡には，自然環境をはじ
め，物理的環境，教育などの文化的環境，権力などの
政治的環境などすべてを含んでいる。社会構成員が生
活環境を快適にするには，それぞれの環境を平等に利
用する権力をもたなければならないという。「平等利
用権」は，しばしば公平の原理と矛盾することがある
が，矛盾するときには，平等利用権を優先させなけれ
ばならないというのである。
　フリードマンの主張は権力の再配分をともなってい
る。確かに現代産業社会において，権力の再配分の要
求は高まっている。人口は増加し，小さな規模の生活
環境をなしている都市へと集中し，住み慣れた土地か
ら移動したがらないため，環境資源は絶え間なく変質
悪化している。環境の変化をいかに適切にするか，ま
た環境の質を向上させ，拡大するかは，こんにち大き
な政策課題となっている。共同社会の環境は，これま
でにもまして一層，「公共善」の性質をもつようにな
っているといえよう。現実は，フリードマンがいうよ
うに．「過程に関する公正の原理」，「実体に関する公
正，平等の原理」，そして仲裁原理としての「環境の
平等利用権」を強く求めているといってよい。いいか
えれば平等化の運動が一層拡大強化されつつあるのが
現実である。
　道徳的に統合された文明社会をつくる基盤として
の，このような「公共哲学」の確立は，平等化の運動
の一層の展開であり，それは，「市民の参加」なくし
ては不可能である。フリードマンによれば，「参加と
は，最も一般的な意味では，他人の企てに参画するこ
とを指し，共同社会への参加とは，その土地を同じく
する．より大きな道徳的共同社会の企てへの小共同社
会の参画を指している。参画とは，他人とともに，一
部または部分に関与する。または領域を共有すること
を意味している4）。」
　フリードマンは，市民の参加によって，公平の原
理，平等の原理，平等利用権を確立するとぎ，社会の
道徳的基礎を発見することができ，豊かな人間関係を
もつ共同社会へ前進する道が開かれるだろうというの
である。だが，フリードマンの主張するところは，現
代経済社会の推進力であった「平等主義の運動」をさ
らに前進させ，徹底させ，巨大な社会を分割して小規
模の組織体をつくり，政治的・経済的権力を再配分し
て，市民の小規模組織体への参加を通じて，より大規
模な社会組織体への参加の道をつくり，価値的に整合
された社会をつくろうというのであるが，平等主義の
徹底化は必ずしも価値体系のよって立つ道徳的基盤を
作りうるとは限らない。なぜならば，現代産業社会に
おける根本的矛盾の多くは，平等主義，格差是正運動
の浸透する中で，市場の組織化が進み，両者の作用の
結果生じており，政策介入の不整合によって一層増大
しているところが大きいからである。
　しかし，道徳的基盤の確立は，経済・社会の秩序と
平和の大前提である。自由な経済活動は，社会道徳，
社会正義の制約のもとに，はじめてその意義をもち，
効能を発揮することができる。無制約のもとではむし
ろ有害であるといえよう。経済社会の進歩は市場を組
織化し，ad　hocな政策介入によって自由市場経済を
大きく後退させ，統制的色彩の強い経済政策を断片的
に導入して，整合がなく，経済的・社会的矛盾を一層
深化させつつある。現代の経済社会における矛盾の多
くは，現代の経済社会における平等化への成功的発展
のために生じた矛盾であるだけに，ますます多くの政
策介入を必要としている。なぜならば，ミクロ的には
合理的で，効率的な決定の結果が，マクロ的には好ま
しくない結果をもたらすという大きな矛盾をうみだ
し，深刻な社会問題をさえもたらしているからであ
る。
　W．ハーマンは，これら矛盾を解決する手法として，
アダム・スミスの「見えざる手」に頼ることなく，ま
た官僚的エリートの操作に基づくことなく，さらに国
有化による　「社会主義的解決」によることなく，「人
間的資本主義」の確立による解決を提案している。そ
れは，ミクロとマクロのレベルにおける現代経済社会
の根本的矛盾を，マクロとミクロの完全なサメーショ
ンによって解決しようとする試みである。すなわち適
切なマクロ的決定を選び（国家的，世界的目標の選
択），それが人間の完成にとって，現在考えられうる
限りの良識と一一skすることを確めてから，その目標達
成に必要なミクロ的決定の形を考えるというのであ
る。しかし，このような人間完成を価値基準にして，
完全なサメーションを達成するには，ロパート・ハチ
スンがいうよう1・ZZ，「学習社会」を実現し，「価値の変
革により，人間の学習，完成，そして人間的になるこ
とが社会の目標」として，認識され，その目標達成に
必要なミクロ的決定がなされなければならないだろ
う。r学習社会」を実現し，価値転換が可能なるとき，
ハーマンは，「自由企業的資本主義」，「管理的資本主
義」に替って，「人間的資本主義」というのである。人
間的資本主義はJこれまでの経済的・制度的目標に加
えて，「人間生活における生産能力」をも目標とし，
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「人間的完成の原理」を行動の基準にしようというの
である。
　現代の経済社会は，近代国家の誕生以来，経験主義
の哲学に支えられて開花する多くの技術革新に活力を
みいだし，高度の産業社会に到達している。この長い
過程には，「宗教革命」，「民主革命」，「工業革命」，
「教育革命」という四大革命を経て，宗教的束縛，政治権
力による抑圧，経済的貧困，知的貧困から人間を解放
し，宗教上の格差，政治上の格差，経済的格差，知的
格差を是正するための「平等主義の運動」が本質的動
向として流れており，いかなる力をもってしてもこの
流れを阻止することは不可能であろう。平等主義の運
動を推進力として成熟してきた現代の経済社会におい
て，ハーマンがいうように，学習社会をつくり，価値
を変革し，マクロ的国家目標の達成に合目的的なミク
ロ的目標の決定によってサメーションするとき，利害
の対立を自動的に調整しうる「人間的完成の原理」を
行動の基準として確立することができるだろうか。現
実には，組織化の進展にともなって集団，組織体間の
利害の不調和が断片的な政策介入を増加させている。
しかも政策介入が断片的，即時的であるため，政策に
整合性がなく，利害調整の力をもっていない。したが
って，政策の計画的整合化が必要であると同時に，他
方では，利害調整を可能にするよう市民の「民主的態
度」の合理化をも図らなければならなくなっている。
　民主的政治体制の進展にともなって，市民自身によ
る自己の運命を決定する度合はますます多くなりつつ
ある。しかし，経済的には，市場の組織化と公的意志
決定領域の拡大にともなって，私的意志決定の領域は
相対的に後退している。市民が自らの運命を自身によ
って決定することは市民参加の過程である。利害の調
整をうるにはこの過程において「民主的原理」が守ら
れなければならない。しかしそのためには，「共同体
的忠誠心」と「連帯感」が強力でなければならないの
であるが，こうした市民態度をどのように育成してい
けばよいのか。それは容易ではない。しかし，市民が
現在する団体，組織体に参加して，その活動を通じ
て，自己の現実的利害に深い関心をもつようになれ
ば，政治的・経済的・社会問題に対する民主的態度の
合理化と倫理的，道徳的に高い次元をもつ価値観の形
成を期待することもできるあろう。さらに，この期待
は，教育水準の向上によって実現可能になるであろ
う。市民が教育によって知識を向上させ，現実の経済
社会をより包括的に，客観的に理解することができる
ようになれば，恵まれない，弱い集団や未組織者に対
し公平な態度を期待することができるからであるB）。
　現実を直視する科学の研究によって，教育水準を高
め，ミュルダールが説くように，「誤りを是正する力」
を養うという教育の長期的な効果をあげるようにすれ
ば，経済社会の実体について，より完全な理解が可能
になり，正された信念の価値評価への作用を通じて従
来の偏狭な理解による「歪められた信念」は是正さ
れ，私的利害，嫉妬，衝動に左右される低次の価値評
価から，倫理的にみてより高い次元にたつ高次の価値
評価の支配を期待することができるだろう9）。組織体
の積極的な参加を通じて，社会に対する民主的態度を
培い，教育によって信念を正し，高次の価値評価にも
とつく判断が可能になれば，平等主義運動が展開する
なかでの現代経済社会の組織化にともなう組織体間の
利害の不調和を調整する社会的基盤の形成は，実際に
不可能とはいえないだろう。
　V　経済政策の計画的整合
　現代の経済社会における利害の対立紛争を処理する
ための社会的な調整基盤の形成に必要な，民主的組織
化をおし進めていくには，解決されなければならない
多くの問題があるが，民主的組織化が進行して，政策
の形成，遂行が，中央政府から地方自治体や民間の団
体，組織体へと分散化され，政策の量，領域，重要性
が増大してくるようになると，諸々の団体，組織体間
において利害の不調和が生じ，政策の計画的整合化が
ますます重要性をもってくるようになる。これはすで
にミュルダールが指摘したところであるが，こうした
傾向が一層進めば，中央政府の経済社会に対する直接
的な政策干渉，介入領域は小さくなってくるはずであ
る。しかし，政策責任を分担された団体，組織体の政
策活動が十分機能していくためには，国民経済の内部
結束，統合をおし進めると同時に，経済政策の計画的
整合を図ることが不可欠になってくる1）。
　開発途上国において，計画的経済開発が著しい成功
を納めることができないのは，国民経済の内部結束の
弱体化がしばしば阻害要因となっているからである。
したがって，これら諸国が経済開発計画を効果的に遂
行していくためには，経済社会，国家の統一化と組織
化による内部結束の強化，統合化をおし進めていくこ
とが，経済開発の前提条件である。しかし，計画的な
経済開発は，また国民経済の内部結束，統合を強化す
る一つの手段でもあるので，開発途上国における悪循
環からの脱出は容易ではない。
　先進工業国，開発途上国，いずれにおいても，現代
の世界経済の動向は，自由貿易を標榜しながらも，国
内経済に発生する経済的矛盾を解決して，より高い水
準の経済生活を目指そうとする国民経済の内部結束の
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強化，統合化を目指す新しい保護主義政策の傾向にあ
るといえよう2）。各国における内部結束の強化傾向
は，一層の経済進歩への推進力とはなるけれども，経
済的国民主義への傾斜を一段と強めるので，国際経済
問題の解決を一層困難にしている。
　現代の経済社会においては，国家をはじめ，各種の
組織体による経済過程への政策的介入は時間の経過と
ともに増大する傾向にある。個人の「自由権」にして
も，「好むままに処分する私有財産権の不可侵性，…
一所得と富のすべてを個人の消費や投資のために所有
する権利，自己の危険で自分の欲するどんな職業にも
つく自由，雇い主が労働老と個別的に交渉して，その
仕事に対して及ぶかぎり最低の給料を支払い，彼が望
むときに，望む者を雇い入れたり解雇する権利，労働
者がその好むままに，好むときに職場を去る権利，す
なわち，実に，所有し，取得し，処分する選択，働く
か休むかの選択，投資し取引し，移動する選択などの
自由　　すべてこれらのむかしからの個人の自由は，
組織化された社会での統制によって，徐々に侵食され
ている3）°」
　観念的に自由経済を保持しているとしても，現実的
には，自由市場経済の後退化は，いまや原則となりつ
つある。しかも，ひとびとは，自ら参加し，’ ｩらおし
進めている経済社会の変動の結果として，強制される
ことなく，こうした新しい環境条件への適応をはじめ
ている。新しい環境条件のもとでは，個人の活動や自
由に対する物質的・社会的制約は取り除かれ，組織へ
の参加によって，自らつくりだした法律や団体協約に
もとついた民主的統制に参加することによって，一層
「自由」を感じようとしている。
　こうした過程が一層進渉して，自らを規制する取締
規則の制定に自ら参加する「市民参加の社会」におい
ては，市民参加によって，自らの生活を組織化し，統
制し，組織のメンバーとして，市民生活の条件を集団
的に解決するため，直接，間接的に加わり，政策上の
責任を荷負うことになる。
　所得水準の向上および教育水準の向上と普及は組織
を強大にし，組織が強大になるにつれ，ひとびとは組
織体を通じて，政治過程へ圧力を加え，また国民経済
問題や社会問題の解決に参加するようになるにつれ，
組織体は政府の政策決定の一部にとって替る重要な政
策決定老になろうとしている。したがって，組織体間
の利害の対立，不調和，紛争は一層生じ易くなり，ま
たしばしば政府政策の介入と対立し，それを排除する
ことさえ増加していくだろう。
　現代の経済社会においては，国家的な経済管理の手
段として，団体や組織体の交渉力がますます重要性を
増大し，重要な政策決定が議会の外で行なわれること
が多くなり，非公式な政策介入が登場し，増加する傾
向にある。現代の経済社会は，社会的硬直性，不変性
と機会の不均等とさらに貧困をともなった自由市場経
済社会から出発したのであるが，技術進歩に支えられ
た経済社会の進歩発展の過程において発生する諸々の
矛盾を克服するために，私的にも，公的にも，「自由
主義経済」を標榜しながら，政府政策の介入を観迎し
て導入してきたため，経済社会の自動調整機構はその
力を失いつつある。もはや，政府政策の経済機構への
直接介入なくしては，現代の経済生活を維持すること
は不可能である。
　所得水準の向上と教育の普及につれ，組織化はます
ます拡大，強化されつつある。この傾向は政府政策の
直接介入をしりぞけることになる反面，組織体間の利
害の衝突を一層頻発させる一面をなしている。したが
って，現代経済社会においては，ますます経済政策の
計画的整合化を必要とする度合が高まってきているの
である。政策の計画的整合化は組織体間の利害の調整
という観点からだけではなく，強靱なインフレーショ
ンを克服していくためにも，経済政策の計画的整合を
必要としている。現代のインフレーションは断片的，
即席的，一時緊急避難的政策対応によっては，解決す
ることはできない。制度的原因までをも含めた多種多
様のインフレーションの原因をともなっているので，
短期的にも，長期的にも，整合のとれた政策対応が必
要になっている。
　インフレーションは所得分配や経済的資源の配分を
誤って導くばかりでなく，政治的・社会的混乱をもひ
きおこす可能性をもっている。こんにちの世界的規模
でのインフレーションはこうしたインフレーションに
よる諸々の矛盾を克服するために，多種多様の政府政
策による市場への介入をもたらしているけれども，十
分な効果をあげるにいたっていない4）。のみならず，
市場への政府政策の直接介入は資源配分において大ぎ
な誤りを犯す危険性さえはらんでいる。
　地方自治体から各種の組織体へと経済政策上の責任
が分散化する傾向にあるとき，総需要抑制政策の効果
を単線的に期待することはますます困難になっている
といってよいだろう。これらの組織体においては，重
要な経済変数である価格，賃金，所得，利潤などが団
体交渉によって決定されているので，紛糾を避けて，
合意に達しようとするあまり，市場に介入し，市場諸
力を排除する結果になりやすい。
　賃金とか，利潤とか，生産に関連して特殊な共通の
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利害関係をもつて組織された組織体は強い交渉力をも
って自己の利益を擁護している。こうした特殊な利害
関係をもつ組織体では，労使関係にみるように，互い
に「外部否定の矛盾」がはっきりしているために，
「内部結束」が強化されることになる。ところが，特
殊な利害関係がなく，一般的な利害関係をもつ消費者
間においては，有効な組織体を形成することは極めて
困難である5）。
　ここでは，外部否定の矛盾は分散しているため，消
費者としての内部結束が弱くなるのが一般的である。
したがって，現実の経済社会では，内部結束の強い組
織体が自己の利益を擁護するため，政治的圧力を行使
して行政を左右しがちであり，行政上の不公平をつく
りだすことがしばしばある。もちろん，消費者団体の
物価高騰に対する反対運動は強くなってきているが，
消費者を保護する有効な手段は，いまのところみあた
らないといってよい。
　完全雇用を維持し，物価安定を確保するという問題
は，制度的インフレーションの問題であり，現代経済
政策に課せられた最大の課題であるが，単に経済政策
によって，短期的に解決することは不可能だといって
よい。
　完全雇用と成長を維持し，福祉社会を指向している
現代社会において，インフレーションを克服していく
には，長期的視野に立って，「教育の一般水準を向上
させ，国民があらゆるレベルでの決定事項に積極的に
参加することをもっと強化し，また物価水準が処理不
能になってはいけないという共通の利益に関して，だ
れもがもたなければならない認識を著しく強め，また
それによって，国家計画やすべての市場の整合のため
に必要な理解と連帯感の基礎をつくり出すことなどに
よるほかはない6）°」つまり，教育と民主主義に頼るほ
かはないといってよいだろう7）。
　国民経済は，国際経済における危機，すなわち「外
部否定」の矛盾に遭遇するときには，「内部結束」を
強化して，自国経済を国際経済の危機から保護しよう
とする政策態度にでる傾向をとることは，世界経済史
が明らかにするところである。国際経済の危機，すな
わち分裂化は，各国において「経済的国民主義」の経
済政策をとらしめ，内部結束を強化するよう作用す
る。また一方では，各国における経済的国民主義の政
策態度の強化は，国際経済を分裂化させ，促進して，
国際経済の危機的状況を一層悪化させるように作用し
がちである。したがって，両老の間には，しばしば累
積的因果関係にもとつく悪循環が作用して，内部結束
の強化は国際経済の危機を深化させる傾向がある。
　第一次世界大戦後の各国における経済政策が質，量
ともに増大し，著しい所得水準の向上をもたらしたこ
とと，世界経済の動向との間には，累積的な因果関係
の作用がみられる。世界経済に激しい変動がみられる
たびに，各国の経済政策は国際的危機から自国経済を
守るために，自動制御装置までにも政策的に介入しよ
うとする経済的国民主義の経済政策のもとに，完全雇
用と経済成長を目標にして，国内経済における調整能
力を極大化する方向をとり，平等主義を前進させて，
賃金，所得の格差を是正し，平等化に著しく貢献して
きた。各国の経済政策は国際経済の変動に対し，自国
経済の調整や反応を必要とするときにも，自国経済の
成長と完全雇用という政策目標を犠牲にしてまでも，
調整と反応を示したことはない。
　国民主義的経済政策の態度は，反面において，国際
経済政策における伸縮性を喪失するという結果をもた
らし，国際的分裂化を促進し，国際的均衡を撹乱する
傾向がある。現代の国際経済においても，経済的国民
主義の政策態度が根強く，しかも強化される傾向にあ
ることは，ますます国際経済の諸問題の解決を不必要
に困難にしているように思われる8）。
　各国におけるこんにちの経済的進歩は，基本的には
国民主義的経済政策の遂行によって達成されている。
経済的進歩はその副産物として社会的・経済的調整，
変革を結果し，これら制度的調整，変革はさらに経済
的進歩を促進するという因果関連作用を演じている。
　国際経済問題の解決を図っていくには，各国の制度
的構造および経済政策が国民主義的であるという事実
を直視しなければならない。各国の経済を国際経済の
変化に自動的に調整するという国際的自動体制への復
帰は，ミ＝ルダールがいうように，国民経済政策によ
って経済を操作することを会得してしまったこんに
ちにおいては，もはや理想主義にすぎないといえよ
う9）。国民経済は綿密に組織され，制度的構造は国民
主義的な社会的・政治的・経済的な諸々の圧力のもと
に構築されている。したがって，国際経済問題の解決
を図っていくには，こうした国民経済政策の結果とし
て発現してくる諸国間の経済的矛盾を解決することが
できるような「伸縮的国際経済体制」をつくっていく
ことであろう10）。
　経済的国民主義的経済政策の推進力は，国内経済に
おける矛盾を「内向的」に解決しようとする政策態度
と十分に開発された政策能力そして合理的な精神であ
る。この推進力の作用は国内作用それ自体としても歓
迎され，また「外向的」政策態度ともことなって，、国
際紛争を回避するのに役立っている。しかし，反面に
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おいて国際経済関係の分裂化をともなうというジレン
マをもっている。各国経済は，平等主義，格差是正の
運動の展開するなかで，それぞれ共通の組織的構造を
もち，国民的統合を維持しながら，市場の組織化にと
もなって政策は分散化され，各種の組織体による社会
統制の分権化の傾向にある。この傾向は拡大こそすれ
阻止することは不可能であろう。この国民的統合のな
かの分権化の原理は，国際経済関係の分野にも適用さ
れ，国民経済は内部結束を維持しながら，国際的統合
を求めようとするのであるが，実践的には，ミュルダ
ールが指摘するように，各国の経済政策の構造を国際
的に調整，整合化することが必要であり，それは国民
経済政策の国際的整合化の問題である。
　VI要　　　約
　現代の経済社会における「平等主義の運動」は，民
主化の進捗に支えられて，経済的平等の実現へと前進
している。しかし，この過程において「価値体系」は
多様化し，変動しはじめ，人類がいまだ経験したこと
のない，解決しなければならない多くの新しい問題が
つぎつぎに出現している。これら諸問題の解決に当っ
ては何よりも「社会的合意」が必要とされるのである
が，価値体系を喪失した社会に，合意などえられよう
はずがない。したがって，強制的な政策介入によらざ
るをえなくなっている。だが，こうした政策介入は市
民の献身的態度を犠牲にし，ますます「社会的合意」
をえがたくし，問題の解決を困難にしている。
　組織化による市場構造の変化は，市民の経済過程に
対する態度を変革し，「快楽主義的合理主義の原理」
を登場させている。この原理の支配によって，社会構
造までも巨大な組織体によって変革され，自由経済は
後退させられ，経済過程に対する政府の直接的政策介
入が増加しはじめている。こうした非可逆的・非自由
化の動向は「本質的動向」ともいうべきもので，これ
を阻止したり，否定したりすることはできない。平等
主義と民主化と組織化は権力を分散化し，ますます政
策介入を誘発しつづけている。しかし，政策介入は断
片的で，整合性がないため，利害の不調和を是正する
ことができない。
　共同社会の基盤を失っている現代経済社会が新しい
諸問題を解決していくために不可欠である現代経済社
会の価値的統合は可能だろうか。多くの提案がある。
しかし，現実の問題として，実践性を重んじるなら
ば，教育と市民参加の機構を通じて，共同社会の基盤
をつくると同時に，政策の計画的整合を図ることであ
る。この問題は単に国内経済政策の問題だけではな
い。経済政策の国際的整合化をも同時に追求しなけれ
ば，現代経済社会に課せられている新しい諸問題の解
決は不可能である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1．30．1974）
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